
 

非常災害時における災害廃棄物の処理等に関する協定書 

 

山形市（以下「甲」という。）と一般社団法人山形県産業資源循環協会（以下「乙」とい

う。）は、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、山形市内での非常災害時における災害廃棄物の処理について、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第４条の２の規定に基づき甲

及び乙が連携し、及び協力して行うために必要な事項を定め、もって山形市災害廃棄物処

理計画に沿った当該災害廃棄物の適正及び迅速かつ円滑な処理に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 ⑴ 災害 災害対策基本法（昭和３６年法律２２３号）第２条第１号に規定する災害をい

う。 

⑵ 災害廃棄物 災害により生じた廃棄物をいう。 

⑶ 災害廃棄物処理事業 災害廃棄物の収集、運搬及び処分に係る事業をいう。 

（協力の要請） 

第３条 甲は、災害廃棄物処理事業の実施について、乙に対し協力を要請することができる。 

 （協力の内容） 

第４条 乙は、甲から前条の規定による要請（以下「協力要請」という。）があったときは、

甲が実施する災害廃棄物処理事業に可能な限り協力する。 

２ 乙は、災害廃棄物処理事業の実施に当たっては、次に掲げる事項に留意する。 

⑴ 周囲の生活環境を損なわないよう十分に配慮すること。 

⑵ 災害廃棄物の適正な分別、処理及び再資源化を行い、最終処分量を最小とするよう努

めること。 

（相互の連携・協力体制の確保及び役割） 

第５条 甲及び乙は、相互の適切な役割分担の下、連携し、及び協力するとともに災害廃棄



 

物処理事業に関する情報を共有するなどして災害廃棄物処理事業の実施に努めるものとす

る。 

２ 甲は、災害廃棄物処理事業の実施に当たり、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

⑴ 仮置場を確保すること。 

⑵ 災害廃棄物の発生量、仮置場の状況等の基本的な情報を集約すること。 

⑶ 必要に応じ、市域を越えた人的支援及び広域処理について調整すること。 

⑷ 甲及び乙の常時連絡が可能な連絡先の一覧を調製すること。 

⑸ 災害廃棄物処理事業に関する乙との情報交換の場を設けること。 

３ 乙は、災害廃棄物処理事業の実施に当たり、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

 ⑴ 仮置場における災害廃棄物の分別に係る人材及び機材を投入すること。 

⑵ 災害廃棄物の性状に応じ適正な処理ルートを構築すること。 

⑶ 災害廃棄物の処理に関する技術的な情報を甲に提供すること。 

⑷ 乙の会員相互の連携強化及び災害廃棄物処理事業の実施のための行動計画等の整備を

図り、災害廃棄物処理事業に対する協力体制を確保すること。 

（要請の手続等） 

第６条 甲は、協力要請に当たっては、乙が前条第３項の措置を講ずるために必要な事項を、

文書で乙に通知するものとする。ただし、特に緊急を要する場合は、電話等により協力要

請をし、後日速やかに文書で乙に通知するものとする。 

２ 協力要請に当たり、次に掲げる事項については、災害の状況等により個別に甲乙協議す

るものとする。 

 ⑴ 仮置場の管理方法及び運用方法 

⑵ 災害廃棄物の処分及び再生利用の方法並びに処理施設の選定 

⑶ 災害廃棄物の収集・運搬の方法、荷姿、運搬の経路、処理施設への搬入の時間帯、運

搬車両の種類、積載量及び登録番号並びに災害廃棄物の運搬車両であることの表示方法 

⑷ 災害廃棄物の発生量に基づく仮置場からの１日当たりの搬出計画 

⑸ 協力要請に基づく乙による災害廃棄物処理事業の開始及び終了の時期 

⑹ 前各号に定めるもののほか、災害廃棄物の適正な処理に必要な事項 

 



 

（報告） 

第７条 乙は、協力要請に基づき災害廃棄物処理事業を実施したときは、速やかに文書で甲

に報告するものとする。 

 （費用負担） 

第８条 協力要請に基づき乙が実施する災害廃棄物処理事業は、有償契約に基づくものであ

ることを前提とし、甲が負担する費用の額は、甲と乙が締結する委託契約で定めるものと

する。 

（損害補償） 

第９条 協力要請に基づき乙が実施した災害廃棄物処理事業に従事した者がそのために死亡

し、負傷し、又は疾病にかかった場合の損害補償については、労働者災害補償保険法（昭

和２２年法律第５０号）その他の法令の定めるところによる。 

 （連絡体制） 

第１０条 この協定に基づく業務に関する連絡窓口は、甲においては環境部ごみ減量推進課

とし、乙においては一般社団法人山形県産業資源循環協会事務局とする。 

（協定の有効期間） 

第１１条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から令和６年３月３１日までとする。

ただし、当該期間満了の日の３か月前までに甲又は乙から文書による終了の意思表示がな

い場合は、この協定の有効期間を当該期間の満了の日の翌日から起算して１年間延長する

ものとし、以後も同様とする。 

 （協議） 

第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた事項については、甲

乙協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自そ

の１通を保有するものとする。 

 

 

 



 

令和５年８月２２日 

 

                  甲 山形市旅篭町二丁目３番２５号 

                    山形市 

                    山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

乙 山形市緑町一丁目９番３０号 

  一般社団法人山形県産業資源循環協会 

                    会 長  黒 澤 利 宏 

 


